
や広報活動などを通じて、オンラインカジノが禁止されていることの周知徹底を図るため

の措置を講ずることが、国や地方公共団体の義務として明記されています。 

このことについて、別紙のとおり、警察庁からオンラインカジノに関する広報啓発資料

の提供がありましたので、他の案件と併せて周知する等、働き方改革の観点にも留意しつ

つ、管下の学校等への周知にご協力いただきますようお願いします。 

 

●政府広報オンライン 

（オンラインカジノによる賭博は犯罪です！広告・宣伝することも禁止に！） 

  https://www.gov-online.go.jp/article/202411/entry-6786.html  

 

●警察庁ウェブサイト（オンラインカジノを利用した賭博は犯罪です！） 

https://www.npa.go.jp/bureau/safetylife/hoan/onlinecasino/onlinecasino.html  

 

【本件連絡先】 

文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 安全教育推進室 推進係 

電 話：０３－６７３４－２９６６ 
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